
次年度のコストの方向性（→その理由）

改善内容(課題解決に向けた解決策）

具体的内容とスケジュール

事業の課題認識，改善の視点（次年度にどう取り組むか）

基本事業(取組)

施策

政策

画

計
合

総

種別

担当課

事業の基本情報

事務事業マネジメントシート

予算科目コード

事務事業名

根拠法令・条例等

市民協働

計画期間

なぜ，この事業を実施しているか？　何をどうするための事業か？

内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）背景（なぜ始めたのか）

目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）

（参考）基本事業の目指す姿

目的達成のための課題（問題点，現状分析，課題設定）

くらしの基盤

防災・減災対策の充実

地域防災訓練活動育成事業

地域防災訓練活動育成事業

市民の防災意識の向上

・5月…･各区長等を対象とした「防災講演会」の開催
・通年…各地域等に応じた防災講話を実施
・通年…各まちづくり協議会防災部会等の説明会において実施
・通年…自主防災組織活動育成補助事業により，組織の結成促
　　　　進と育成強化を図る。
　　　　 結成事業補助　　　（限度額10万円）　3団体
 　　　　資機材整備事業補助（限度額20万円）　3団体
　　　　 資機材更新事業補助（限定額10万円） 23団体
　　　　 防災士育成事業補助（限度額 3万円）　3人
・通年…「守谷の地域防災を考える会」の協力のもと、自主防災組織
の結成相談、発災対応型防災訓練の実施についての指導助言を行う。
 

※各地域との防災講話等については、新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、縮小となっている。

　災害対策基本法第5条第2項及び第48条により、災害に備えての組織
づくりの充実と防災訓練の実施が義務付けられている。
（計画開始　H8年　守谷町が防災訓練実施）

□増加

□維持

□削減

　地域での災害時の初動対応を担う自主防災組織の結成率は、年々わ
ずかではあるが向上している。引き続き未結成自治会の結成促進に努
めるとともに、既存組織についても防災訓練への参加を促し、組織の
活性化につなげていく必要がある。
　また、ハザード内の要配慮者利用施設の指定及び、避難確保計画の
作成・訓練の実施、振り返りを継続する必要がある。（R3.7.16水防法
改定）
　自主防災組織が未結成の地域には、防災講演会をとおして結成を促
していく。

平成 8年度～

　防災講演会、防災講話、まちづくり協議会防災部会等への説明会を
通じて市民に自主防災組織の重要性を周知するとともに、自主防災組
織活動育成補助事業の活用や「守谷の地域防災を考える会」の協力を
仰ぎ、組織の結成促進と活性化を図る。

01-020110-06 単独
・災害対策基本法第5条第2項

・守谷市自主防災組織活動育成事業補助金交付要綱（H18～）

　災害時の初動対応や避難体制の強化を図るため、自主防災組織の結
成促進と発災対応型防災訓練を実施し，災害時における被害の軽減を
図る。
　市職員は、発災型防災訓練を経験することで、危機管理の必要性及
び自身の役割を再認識する。
　各自治会は、分散型避難を基本とするも避難の選択肢の一つとして
避難所避難を訓練を行い地域防災力を高める。

補助事業

〇自主防災組織活動育成補助事業により、自主防災組織の結成時や資
機材整備時に補助を行い、自主防災組織の結成促進と育成強化を図る
。
・結成事業補助10万円×3団体、資機材整備事業補助20万円×3団体、
資機材更新事業補助10万円×36団体
〇防災士育成事業により、地域の防災リーダーとなる人材を育成し、
地域防災力の向上を図る。
・防災士育成事業補助3万円×3人
　また、地域で実施する防災訓練について指導やアドバイスを行うと
ともに、専門家による防災講演会を実施する。

令和 5年度

　市民の防災意識を高め、災害時に適切な対応ができるように努める
。

法定事務

交通防災課



成果の動向（→その理由）

指標名

事
業
費

評価（指標の推移、今後の方向性）

今後の事業の方向性（→その理由）

コストの推移

項目

計

国・県支出金

地方債

その他

正職員人工数（時間数）

正職員人件費

トータルコスト

一般財源

      75.70       73.70       75.70       78.60       78.60       79.10       86.00

   2,373.00    9,225.00    2,373.00    1,375.00    2,723.00    9,824.00    5,500.00

       2,992        4,728        9,101       10,006       10,006

地域防災訓練活動育成事業

           0

           0

           0        1,200            0            0            0

       1,456        1,022        5,410       10,006

           0

      10,006

           0            0            0

           0            0            0            0

       1,456        2,222        5,410       10,006       10,006

　自主防災組織の結成促進と育成強化に向けて、講演会や資機材整備
事業等の補助を継続していく。
　また、感染症対策を含めて避難所運営について、市民と関係機関が
連携して行う防災訓練を継続して実施するとともに、地域の実情等に
応じた防災講話について継続して実施していく。

■向上

□横ばい

□低下

■拡大

□縮小

□維持

□改善・効率化

□統合

□廃止・終了

       1,536        2,506        3,691            0            0

     397.00      650.00      878.00        0.00        0.00

R04年度の評価（課題）

R04年度の評価（課題）を受けて、どのように取り組んだか（R05年度の振り返り）

　引き続き、避難所開設や運営について、市民と関係機関が連携して行う訓練を実施するとともに、地
域の実情に応じた防災講話を「守谷の地域防災考える会」と協力をしながら実施していく。
　また、自主防災組織の結成促進と育成強化に向けて、資機材整備事業等の補助事業を実施するが、更
新を迎える団体が増えており、事業としては拡大される。

R03年度決算 R04年度決算 R05年度決算 R06年度予算 R07年度見込

自主防災組織結成率が微増したのは、新規に東板戸井自主防災会(4町内会)で結成された。
新型コロナウイルス感染症がR5.5.8から「5類感染症」になり、訓練参加人数が大幅に増加した。
防災講演会は中央公民館で実施し、参加者を増加した。（R4:85名　R5:101名）
市防災訓練では災害対策本部立ち上げ訓練、全避難所に職員配置訓練、情報伝達訓練を実施し、職員の
動員人数を増やした。また、広報８月号で市民に向けて防災対策特集を掲載した。
自主防災組織数　　　　R5　82団体

自主防災組織結成率
（設立町内会全世帯数／市内全世帯数）（％）

訓練参加人数（人）

　防災について外部専門講師に依頼し、防災講演会を中央公民館で実
施した。また、自主防災組織や自治会に防災について講話を実施した
。
　自主防災組織についは、重要性を周知するとともに、資機材等整備
事業補助を継続的に実施し、結成促進と育成強化に寄与した。
　市防災訓練では、職員動員数を増やし災害対策本部立ち上げ訓練、
全避難所に職員配置訓練、情報伝達訓練を実施した。

R05年度の取組（評価、課題への対応）

基準値（R02） R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 目標値（R08）



次年度のコストの方向性（→その理由）

改善内容(課題解決に向けた解決策）

具体的内容とスケジュール

事業の課題認識，改善の視点（次年度にどう取り組むか）

基本事業(取組)

施策

政策

画

計
合

総

種別

担当課

事業の基本情報

事務事業マネジメントシート

予算科目コード

事務事業名

根拠法令・条例等

市民協働

計画期間

なぜ，この事業を実施しているか？　何をどうするための事業か？

内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）背景（なぜ始めたのか）

目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）

（参考）基本事業の目指す姿

目的達成のための課題（問題点，現状分析，課題設定）

くらしの基盤

防災・減災対策の充実

ブロック塀等の安全確保事業

ブロック塀等の安全確保事業

市民の防災意識の向上

　平成30年6月に発生した大阪北部地震では、耐震性に問題があるブロ
ック塀等が倒壊し、2名が死亡するなど重
大な被害を及ぼしました。地震時にブロック塀等が倒壊することによ
り、こうした痛ましい事故が発生してしま
うおそれがあるほか、道路を塞いで避難や救援活動の障害になるなど
の悪影響が指摘されている。

□増加

□維持

□削減

令和 4年度～令和 7年度

01-080401-14 補助

　危険ブロック塀等を無くすことにより、災害時に歩行者等への安全
を確保するとともに、道路の通行も確保し
避難や救援活動ができるようにする。

補助事業

　危険ブロック塀等の所有者に対し、改修等による安全確保を促進す
るため、撤去費用に対し補助金（上限20万円）を交付する。

令和 5年度

任意的事務

都市計画課



成果の動向（→その理由）

指標名

事
業
費

評価（指標の推移、今後の方向性）

今後の事業の方向性（→その理由）

コストの推移

項目

計

国・県支出金

地方債

その他

正職員人工数（時間数）

正職員人件費

トータルコスト

一般財源

       0.00        0.00        0.00        0.00        6.00        1.00        0.00

       0.00        0.00        0.00        0.00        0.00        0.00        0.00

           0        1,768        1,902        2,000        1,000

ブロック塀等の安全確保事業

           0

           0

           0            0            0            0            0

           0            0          115          750

         870

         375

         501        1,250          625

           0            0            0            0

           0          870          616        2,000        1,000

　危険ブロック塀等の所有者に対し、改修等による安全確保を促進す
るため、広報もりや、ホームページにて危険ブロック塀等の点検・改
修や補助事業の周知を行うとともに、撤去費用に対する補助金の交付
を5件行った。

□向上

□横ばい

■低下

□拡大

□縮小

■維持

□改善・効率化

□統合

□廃止・終了

           0          898        1,286            0            0

       0.00      233.00      306.00        0.00        0.00

R04年度の評価（課題）

R04年度の評価（課題）を受けて、どのように取り組んだか（R05年度の振り返り）

　危険ブロック塀等の所有者に対し、ブロック塀等の安全確保の必要性と補助事業の活用に向けた周知
を徹底することで、危険ブロック塀等の撤去を推進していく。（事業期間令和4年度～令和7年度）

R03年度決算 R04年度決算 R05年度決算 R06年度予算 R07年度見込

　危険ブロック塀等の所有者への働きかけを行ったが補助金の交付は１件で、成果が低下している。今
後は直接訪問による補助事業の周知を拡大し、成果の向上を図る。

危険ブロック塀等撤去補助（件）

　危険ブロック塀等の所有者に対し、改修等による安全確保を促進す
るため、広報もりや、ホームページ及び直接訪問にて危険ブロック塀
等の点検・改修や補助事業の周知を行うとともに、撤去費用に対する
補助金の交付を行った。

R05年度の取組（評価、課題への対応）

基準値（R02） R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 目標値（R08）



次年度のコストの方向性（→その理由）

改善内容(課題解決に向けた解決策）

具体的内容とスケジュール

事業の課題認識，改善の視点（次年度にどう取り組むか）

基本事業(取組)

施策

政策

画

計
合

総

種別

担当課

事業の基本情報

事務事業マネジメントシート

予算科目コード

事務事業名

根拠法令・条例等

市民協働

計画期間

なぜ，この事業を実施しているか？　何をどうするための事業か？

内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）背景（なぜ始めたのか）

目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）

（参考）基本事業の目指す姿

目的達成のための課題（問題点，現状分析，課題設定）

くらしの基盤

防災・減災対策の充実

避難施設整備運営事業

避難施設整備運営事業

災害時における行政による支援体制の強化

・通年･･･災害時物資協定締結
・通年･･･個人備蓄の重要性についての周知
　　　　（防災講話、HP、SNS）
・R5･･・･各避難所の防災倉庫備蓄用資機材等（増加購入分）
　　　　　 食糧･･････････入替分のみ
　　　　　 屋内運動場空調設備設置工事工事
・拠点型備蓄倉庫･･･次年度予算編成に当たり検討を行う。

　過去の震災（阪神淡路大震災・東日本大震災等）及び水害（関東東
北豪雨）を受け、災害時における避難者の応急対策を迅速に行い被害
の軽減を図るために実施している。

□増加

□維持

□削減

　市の備蓄品の数量は、必要最小限のものとなっているが、拠点型防
災備蓄倉庫を所有していないため、備蓄量を増やすことができない。
 　令和元年度台風19号の教訓から、被災時における市民の多様なニー
ズに即した食糧・水・生活必需品等の物資や資機材等を充実するなど
、必要量を確保する必要がある。

平成11年度～

　災害時物資協定を充実させ、協定に基づく外部からの物資提供も含
めて品目、必要量の充実を図ることに努めるとともに、被災時を想定
した個人備蓄の重要性についても周知していく。また、今後、地域で
の避難所開設が完結できるよう備品を含め検討する。

01-020110-02 単独
災害対策基本法第86条の6

　防災資機材を避難所等21か所の防災倉庫に整備し、非常用食糧等の
備蓄品の購入や入れ替えについて適正に管理し、災害時の被害軽減と
避難者の支援体制の充実を図る。

　避難所等の防災倉庫に保管されている備蓄食糧・発電機用燃料等の
更新、非常用防災井戸（14か所）の水質検査及び市内小中学校屋内運
動場（3校：郷州小学校・守谷小学校・松前台小学校）の空調・非常用
電源の設置工事を行う。（学校教育課：御所ケ丘小学校）
　また、車イス及び物資運搬用リアカーを避難所18か所に配備し、備
蓄品の充実を図るとともに避難所支援体制の強化を図る。

令和 5年度

　支援体制を強化し、災害時の被害が軽減され、避難者が食糧や物資
等の支援を受けられるようにする。

任意的事務

交通防災課



成果の動向（→その理由）

指標名

事
業
費

評価（指標の推移、今後の方向性）

今後の事業の方向性（→その理由）

コストの推移

項目

計

国・県支出金

地方債

その他

正職員人工数（時間数）

正職員人件費

トータルコスト

一般財源

      21.00       19.00       21.00       25.00       26.00       26.00       26.00

      78.00       50.00       78.00       98.00       98.00       99.00       98.00

      19,881      307,089      199,892      142,353       13,855

避難施設整備運営事業

           0

           0

       3,376      107,979       79,217       15,543            0

      13,855        8,549        8,884        6,810

       2,620

      13,855

           0            0            0

           0      181,000      110,000      120,000

      17,231      300,148      198,101      142,353       13,855

　災害時の避難所環境改善のため、民間補助金を活用し、守谷市内小
中学校の内5校に非常用空調設備を設置した（大野小学校・高野小学校
・黒内小学校・御所ケ丘中学校・けやき台中学校）。
　なお、未整備の市内学校体育館に順次導入する必要がある。
　また、災害時に係る協定先を充実させ、避難所環境整備の充実を図
る必要がある。

■向上

□横ばい

□低下

□拡大

□縮小

■維持

□改善・効率化

□統合

□廃止・終了

       2,650        6,941        1,791            0            0

     685.00    1,800.00      426.00        0.00        0.00

R04年度の評価（課題）

R04年度の評価（課題）を受けて、どのように取り組んだか（R05年度の振り返り）

　防災倉庫の物資の入替え、避難所の生活環境向上を図るため、守谷中学校に民間補助金を活用し体育
館の非常用空調設備の整備を行う。（R7学校教育課：大井沢小学校・松ケ丘小学校を設置工事を実施し
て守谷市立小中学校体育館への整備完了予定）

R03年度決算 R04年度決算 R05年度決算 R06年度予算 R07年度見込

　防災倉庫の物資の入替え、充実を図るとともに、アルミ製折りたたみ式（ノーパンクタイヤ）リアカ
ーを整備し、備蓄品目を増やした。
　また、避難所の生活環境向上を図るため、守谷市内3校に（一社）都市ガス振興センター補助金を活
用し整備を行った。

防災倉庫数（箇所）

備蓄品目数（種類）

　災害時の避難所環境改善のため、民間補助金を活用し、守谷市内小
中学校の内3校に非常用空調設備を設置した（郷州小学校・守谷小学校
・松前台小学校）。
　なお、残り３校の小中学校体育館へ空調設備設置計画とおりに進め
、早期の避難施設環境改善が必要である。
　（内訳：R6交通防災課　守谷中学校　R7学校教育課松ケ丘・大井沢
小学校）
　また、災害時に係る協定として、守谷市社会福祉協議会と災害ボラ
ンティアの設置・運営に係る協定を結び対応が円滑になるよう進めた
。

R05年度の取組（評価、課題への対応）

基準値（R02） R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 目標値（R08）



次年度のコストの方向性（→その理由）

改善内容(課題解決に向けた解決策）

具体的内容とスケジュール

事業の課題認識，改善の視点（次年度にどう取り組むか）

基本事業(取組)

施策

政策

画

計
合

総

種別

担当課

事業の基本情報

事務事業マネジメントシート

予算科目コード

事務事業名

根拠法令・条例等

市民協働

計画期間

なぜ，この事業を実施しているか？　何をどうするための事業か？

内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）背景（なぜ始めたのか）

目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）

（参考）基本事業の目指す姿

目的達成のための課題（問題点，現状分析，課題設定）

くらしの基盤

防災・減災対策の充実

防災システム関係維持管理事業

防災システム関係維持管理事業

災害時における行政による支援体制の強化

　５月・ＰＯＴＥＫＡ定期メンテナンス
　　　・Ｊアラート全国一斉訓練・全国総合訓練
　　　・Ｊアラート研修会
　６月・火災・災害等即報に関する情報伝達訓練・確認訓練
　　　・被災者生活再建支援システム操作等研修会
　７月・被災者生活再建支援システム操作等訓練
　　　・Ｊアラート保守点検
　　　・洪水予警報テスト配信
　９月・防災訓練時のエリアメール配信
１０月・県防災情報ネットワーク保守点検

　通年・防災情報ネットワークシステム操作研修会
　　　・Ｅｍ-Ｎｅｔ導通試験

　災害時の市民の生命財産を守るために必要な情報収集及び伝達機器
として導入している。
（計画開始　H21　MCA無線機導入）

□増加

□維持

□削減

　災害時の緊急情報を市民に瞬時に伝達するため、多様な防災システ
ム機器を整備しているが、迅速で的確な情報発信を行うためには、職
員が防災システムの操作を熟知するとともに、緊急時に備えた機器の
動作確認を行っていく必要がある。

平成21年度～

　各システム機器の操作説明や国・県が実施する操作訓練に積極的に
参加し操作の習得に努めるとともに、機器の適正な維持管理を行う。

01-020110-04 単独
災害対策基本法第51条，第53条

　Ｊアラート及びエリアメールを利用し、テロや気象情報及び地震等
の災害による緊急情報を市民に瞬時に情報配信するとともに、気象観
測システムＰＯＴＥＫＡにより降雨量等について現状把握と予測を行
い災害に備える。
　また、災害時に罹災証明書を交付するため、県が主催する「被災者
生活再建支援システム」研修会等に参加し、操作方法を取得しながら
、適切な管理運用を行う。

　災害時等に適正に運用するために、防災システム関係機器（県防災
情報ネットワークシステム・気象観測システムＰＯＴＥＫＡ・Ｊアラ
ート・エリアメール・ＭＣＡ無線・被災者生活再建支援システム等）
の保守点検等の維持管理を行う。

1.茨城県防災システム（NECシステム導入　H28年度～）
2.気象観測システムＰＯＴＥＣＡ（H27年9月～）
3.Ｊアラート（H29年～）
4.エリアメール（H26～）
5.ＭＣＡ無線（MCA：H21～101台　アドバンス：R5導入）
6.被災者再建支援システム（H29年～）
7.エムネット（H27～）
8.茨城県雨量計（H27～）

令和 5年度

　支援体制を強化することにより、災害時の被害を軽減する。

任意的事務

交通防災課



成果の動向（→その理由）

指標名

事
業
費

評価（指標の推移、今後の方向性）

今後の事業の方向性（→その理由）

コストの推移

項目

計

国・県支出金

地方債

その他

正職員人工数（時間数）

正職員人件費

トータルコスト

一般財源

       7.00        7.00        7.00        7.00        7.00        7.00        7.00

      10.00       10.00       10.00       10.00       10.00       10.00       10.00

       7,452        8,459       25,919        7,750       25,864

防災システム関係維持管理事業

           0

           0

       3,213        2,875       20,503        2,875        2,875

       3,214        4,234        5,361        4,875

           0

      22,989

           0            0            0

           0            0            0            0

       6,427        7,109       25,864        7,750       25,864

　定期的に各種システムの操作訓練を実施し、災害時、的確に情報発
信が行えるようにするとともに、県防災システの機能向上により、操
作研修会に参加し、災害時対応能力の向上を図った。
　なお、県防災システムの操作可能できる職員が少ないことが課題と
なる。

□向上

■横ばい

□低下

□拡大

□縮小

■維持

□改善・効率化

□統合

□廃止・終了

       1,025        1,350           55            0            0

     265.00      350.00       13.00        0.00        0.00

R04年度の評価（課題）

R04年度の評価（課題）を受けて、どのように取り組んだか（R05年度の振り返り）

　今後も災害情報を迅速、的確に発信するため、各種防災システムの操作研修及び維持管理を実施する
必要がある。「被災者生活再建支援システム」については、県主催の取扱講習会に参加し、操作方法を
習得する。
　平成21年度に配備したＭＣＡ無線の経年劣化に伴い、ＭＣＡアドバンスを購入した。
　操作訓練に参加する人数を増やし、災害時にシステムを運用できる人員を増やしていくことが必要で
ある。

R03年度決算 R04年度決算 R05年度決算 R06年度予算 R07年度見込

防災システム関係機器と保守点検回数が評価指標のためで成果に変動はない。

防災関係システムの数（個）

保守点検回数（Jアラート、エリアメール、POTEKA
、県情報ネットワーク、県雨量計）（回）

　定期的に実施される各種システムの操作訓練に参加し、災害時に的
確に情報発信が行えるようにした。（緊急速報メール配信訓練を実施
した。）
　なお、県防災ネットワークの操作訓練研修会に参加したことない職
員を参加させた。

R05年度の取組（評価、課題への対応）

基準値（R02） R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 目標値（R08）



次年度のコストの方向性（→その理由）

改善内容(課題解決に向けた解決策）

具体的内容とスケジュール

事業の課題認識，改善の視点（次年度にどう取り組むか）

基本事業(取組)

施策

政策

画

計
合

総

種別

担当課

事業の基本情報

事務事業マネジメントシート

予算科目コード

事務事業名

根拠法令・条例等

市民協働

計画期間

なぜ，この事業を実施しているか？　何をどうするための事業か？

内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）背景（なぜ始めたのか）

目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）

（参考）基本事業の目指す姿

目的達成のための課題（問題点，現状分析，課題設定）

くらしの基盤

防災・減災対策の充実

避難行動要支援者支援事業

避難行動要支援者支援事業

避難行動要支援者の避難支援

個別避難計画について、令和５年度はみずき野地区のうち浸水想定区
域に指定されている６～８丁目にお住まいの要支援者の計画作成を実
施する。
また、個別避難計画の作成とあわせて、避難行動要支援者名簿の意義
と必要性の理解をすすめ、自治会・町内会等の受領率向上を図る。

平成25年に災害対策基本法が改正されたことに伴い、避難行動要支援
者名簿の作成が市に義務付けられたことにより避難行動要支援者支援
事業が開始された。
その後、令和3年に優先度の高い避難行動要支援者の個別避難計画の作
成が努力義務化されたことにより、計画作成事業についても併せて実
施している。

□増加

□維持

□削減

避難行動要支援者名簿の，自治会・町内会等の受け取りが少ない。こ
れは，自治会・町内会等に制度の認識と理解が広まっていないこと，
個人情報の管理や避難行動要支援者への具体的な支援方法について対
応ができていないことによるものと考えられる。
また、令和３年の災害対策基本法の改正により、地域防災計画に定め
た優先度の高い避難行動要支援者について、おおむね５年程度で個別
避難計画を作成することが努力義務とされた。

平成18年度～

自治会・町内会等に向けた避難支援の先進的な取り組みをしている事
例を配布した。
また，災害時における避難情報の伝達方法を定めて，その方法を自治
会・町内会等に周知，認識，協力していただくことで地域での避難支
援の取り組みを促進する。
個別避難計画の作成に向けて避難行動要支援者対策検討委員会を開催
する。

01-030101-07 単独
災害対策基本法

災害時に一人で避難をすることが特に困難な市民（避難行動要支援者
）に関する情報を民生委員、自治会・町内会等と共有し、迅速な安否
確認・救助活動を行う体制を整えることにより、要支援者が安心して
暮らすことができるまちづくりを推進する。

事業協力

災害に際し一人で避難することが困難な避難要支援者の名簿を作成す
るとともに、自治会等の避難支援等関係者（※）に避難行動要支援者
の名簿を提供し、その避難行動要支援者の協力を得て、，安否の確認
等を行う。
※避難支援等関係者：自治会・町内会、自主防災組織、民生委員児童
委員、守谷市社会福祉協議会、守谷市消防団、守谷消防署、取手警察
署をいう。

令和 5年度

避難行動要支援者が安全に避難し、適切な避難生活が送れるよう努め
る。

法定＋任意

社会福祉課



成果の動向（→その理由）

指標名

事
業
費

評価（指標の推移、今後の方向性）

今後の事業の方向性（→その理由）

コストの推移

項目

計

国・県支出金

地方債

その他

正職員人工数（時間数）

正職員人件費

トータルコスト

一般財源

      74.20       72.30       74.20       75.50       65.50       63.40       75.00

       0.00        0.00        0.00        0.00        6.00       49.00      150.00

       4,467        6,771        9,689        1,083        1,090

避難行動要支援者支援事業

           0

           0

           0            0            0            0            0

       1,008          987        1,281        1,083

           0

       1,090

           0            0            0

           0            0            0            0

       1,008          987        1,281        1,083        1,090

個別避難計画の作成について、大野地区においてモデル事業を実施す
ることができ、計画作成の流れ等を確認することができた。
モデル事業で得たノウハウを基に市内全域での計画作成の足がかりと
していく。

■向上

□横ばい

□低下

□拡大

□縮小

□維持

■改善・効率化

□統合

□廃止・終了

       3,459        5,784        8,408            0            0

     894.00    1,500.00    2,000.00        0.00        0.00

R04年度の評価（課題）

R04年度の評価（課題）を受けて、どのように取り組んだか（R05年度の振り返り）

情報提供承諾の割合は、登録者への制度理解を継続的に推進し、割合の向上に努める。
しかし、登録者の中には支援の必要のない人（自己避難や家族支援が可能）も含まれているので、登録
者の要件の検討や精査を実施していく。
個別避難計画の作成は、大野地区、みずき野地区以外の浸水想定区域でも進めていく。
避難行動要支援者名簿については、引き続き、説明会等を実施し、制度の周知を進めるとともに、地域
による助け合いの必要性について認識を深めてもらい、名簿の受領数の向上を図る。

R03年度決算 R04年度決算 R05年度決算 R06年度予算 R07年度見込

台帳登録者のうち登録情報の情報提供承諾の割合は減少している。
個別避難計画作成については、モデル事業を参考に、要支援者数の多いみずき野地区での計画作成を順
調に進めることができた。
また、指標にはないが、避難行動要支援者名簿の地域関係者受領数は、新たに説明会を実施したことに
より、約2.5倍となった。

要援護者台帳登録者のうち登録情報の情報提供承
諾の割合（％）

個別避難計画の作成済数（名）

みずき野６～８丁目で避難計画の作成を実施し、約４０名の避難計画
作成を実施した。
また、避難行動要支援者名簿についても、自治会・町内会、自主防災
組織の方を対象とした説明会を開催したことで、受領率の向上を図る
ことができた。

R05年度の取組（評価、課題への対応）

基準値（R02） R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 目標値（R08）


